
AIでの製造業の２０３０年までの減少予測 

Gemini での回答  

2030年に向けた製造業の就業者数（人口）は、「新卒者の流入激減」と「団塊ジュニア

世代の大量離職」という 2つの大きな波が重なり、非常に厳しい減少局面を迎えると

予測されています。 

経済産業省やパーソル総合研究所の推計データを基に、その推移と背景を整理しま

した。 

 

1. 2030年までの人口動態の推移 

日本の製造業は、全産業の中でも特に「2030年問題」の影響を強く受ける業種の一

つです。 

項目 2030年までの予測・トレンド 

全体の人手不足数 製造業全体で約 38万人〜60万人以上の不足（推計により変動） 

新卒（若年層） 22歳人口が 2020年の 124万人から 102万人（約 18%減）へ急落 

高齢離職者 ボリュームゾーンである団塊ジュニア世代（1971-74年生）が 60歳に到達 

就業者数全体 2002年の約 1,200万人から、2030年には約 900 万人台前半まで減少する懸念 

 



2. 減少を加速させる 2つの要因 

① 新卒者（若年層）の流入減少 

少子化により、分母となる新卒者数自体が減少します。 

• 獲得競争の激化: ITやサービス業など、他業種との人材奪い合いが激しくな

り、製造業（特に中小企業）への入職者数は相対的に低下し続けています。 

• イメージの固定化: 「3K（きつい・汚い・危険）」のイメージが払拭しきれず、若

者の製造業離れが流入減少に拍車をかけています。 

② 高齢化による「大量離職」の開始 

2030年は、日本の人口構造で最も人数の多い「団塊ジュニア世代」が定年（60歳）を

迎え始める時期と重なります。 

• 技術伝承の断絶: 熟練技能者が一斉に現場を去ることで、単なる「人数不足」

だけでなく、長年培われた「技術・ノウハウ」が失われるリスクが高まります。 

• シニア活用の限界: 現在、製造業は 65歳以上の継続雇用で人数を維持して

いますが、2030年頃にはその層も完全に引退時期を迎えるため、補充が追い

つかなくなります。 

 

3. 製造業が直面する具体的な影響 

• 生産キャパシティの低下: 人手不足により、受注があっても納期を守れない、

あるいは受注を制限せざるを得ない状況が発生します。 

• 国内拠点の維持困難: 労働力が確保できない地域では、工場の閉鎖や海外

へのさらなる移転が加速する可能性があります。 

• DX・自動化の強制: 「人がいない」ことが前提となるため、ロボットや AIによる

省人化投資が、単なる効率化ではなく生存戦略として必須となります。 
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